
１．はじめに 

商取引上、契約書その他の文書を作成した場合にお

いて、その文書が印紙税法上の「課税文書」に該当す

るときは、その作成者は印紙税を納付する必要があり

ます。今回は、事例に基づき、株式会社が他社との業

務提携に際して契約書を作成した際の印紙税の課税に

ついて検討をします。 
２．事例による印紙税の課税の検討 
（１）契約書の概要 
  株式会社X（X社）は、株式会社Y（Y社）と業務

提携を行い、次の内容の契約書を締結しました。 
①X社は、Y社に対し、自社の関係先のうちＹ社の顧

客となりうる者を紹介する。 
②Y社は、①によりX社から紹介を受けた者と業務委

託契約を締結し、報酬を受領した場合は、その受

領額のうち一定額を紹介料としてX社に支払う。 
③上記②の具体的な支払額及び支払の時期等は、X
社とY社間で別途協議の上、決定する。 

（２）印紙税の課税文書の意義 
  印紙税法上の課税文書とは、次の三つのすべてに

該当する文書をいいます（印紙税法第3条1項、第5
条、印紙税法基本通達第2条）。 
①印紙税法別表第一に掲げる第1号から第20号まで

の20種類の文書により証明されるべき事項（「課

税事項」といいます。）が記載されていること。 
②当事者の間において、課税事項を証明する目的で

作成された文書であること。 
③印紙税法第5条の規定により印紙税を課税しない

こととされている文書でないこと。 
なお、作成した分書が課税文書に該当するかどう 

かは、文書の全体を一つとして判断するのみならず、 
その文書に記載されている個々の内容についても判 
断がされます。また、単に文書の名称又は呼称及び 
形式的な記載文言によることなく、その記載文言の 
実質的な意義に基づいて判断が行われ、その文書に 
記載又は表示されている文言、符号を基に、その文 
言、符号等を用いることについての関係法律の規定、 
当事者間における基本契約又は慣習等を加味して、 
総合的に行われます（印紙税法基本通達第3条）。 

（３）事例における印紙税の課税の有無の検討 
  まず、上記（１）の契約書（以下、「本件契約書」

といいます。）が、（２）①②の印紙税の課税文書の

要件に該当するかどうかを検討します。 
 本件契約書は、当事者の一方がある仕事の完成を

約し、相手方（注文者）がこれに報酬を支払うこと

を約束することによって成立する契約ではありませ

ん。したがって‘請負’ではないので、印紙税法別

表第一の第2号の「請負に関する契約書」に規定する

文書には該当しません。 
  次に、印紙税法別表第一に規定する課税文書のう

ち本件契約書が該当する可能性が残るのは、第7号の

「継続的取引の基本となる契約書」です。この第7
号に規定する文書に該当するためには、次の①～⑤

のいずれかに該当する必要があります（印紙税法施

行令第26条）。 
①営業者の間において、売買、売買の委託、運送、

運送取扱い又は請負に関する二以上の取引を継続

して行うため作成される一定の契約書。  
②代理店契約書、業務委託契約書その他名称のいか

んを問わず、売買に関する業務、金融機関の業務、

保険募集の業務又は株式の発行若しくは名義書換

えの事務を継続して委託するため作成される契約

書で、委託される業務又は事務の範囲又は対価の

支払方法を定めるもの。 
③金融機関から信用の供与を受ける者と当該金融機

関との間において作成される一定の契約書。 
④金融商品取引法第2条第9項に規定する金融商品

取引業者又は商品先物取引法第2条第23項に規定

する商品先物取引業者とこれらの顧客との間にお

いて作成される一定の契約書。 
⑤損害保険会社と保険契約者との間において二以上

の保険契約を継続して行うため作成される一定の

契約書。 
  上記①～⑤のうち、本件契約書が①及び③～⑤に

定める契約書に該当しないことは明らかです。残る

②についても、本件契約書の内容は業務等を委託す

るものではないので、②の契約書には該当しないと

考えられます。したがって本件契約書は、印紙税法

別表第一の第7号に規定する文書には該当しません。 
さらに、本件契約書は、印紙税法別表第一に規定

する残る18種類の課税文書にも該当しません。 
  以上により、本件契約書は印紙税法上の課税文書

に該当せず、その契約書には印紙税が課税されない

ものと考えられます。    
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